
食料自給率（供給熱量ベース）

農産物の生産減少額

林産物の生産減少額

水産物の生産減少額

農業の多面的機能の喪失額

国内総生産（GDP）減少額

就業機会の減少

⬇39％⇨13％
⬇4兆1000億円

⬇500億円
⬇4200億円

⬇3兆7000億円
⬇8兆4400億円
⬇350万9000人

TPP参加による日本経済への影響

（農林水産省試算から作成）
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　復興予算は被災者の生活と生業の再建にこそ使うべ
きです。「防災・減災」の名をかりた不要不急の大型公
共事業への流用は許せません。被災地の自治体では、
復興事業を担う職員が不足しています。被災者本位の
復旧復興と、被災地自治体の人員増を実現させましょ
う。学校や保育所の耐震改修、ライフラインの整備、公
務の人員確保など、住民のくらしに密着した防災事業
を進め、安全・安心のまちづくりを進めましょう。

　安倍政権は、産業競争力を強化するために徹底し
た規制緩和を行い「世界で一番企業が活動しやすい
国」にすると宣言しました。その内容は、勤務地や
職務を限定する「限定正社員」制度を導入し、「限
定」するかわりに賃金や労働条件を引き下げ、解雇
を自由化するものです。また、労働時間弾力化で時
間外労働規制をなくして残業代を払わなくていい仕
組みを作ろうとしています。正規が当たり前、均等
待遇、労働時間短縮、解雇規制強化と雇用保険拡充
などで安定した雇用を実現させましょう。

　安倍内閣は、国の役割を「防衛」や「外交」など
に限定し、ナショナルミニマムを保障する国の責任
（憲法25条）を投げ捨て、「地方分権改革」の名の
もとに福祉をすべて市町村と住民の自己責任に押し
つけようとしています。都道府県を廃止して、全国
を10程度の広大な区域に分ける「道州制」の導入も
ねらっています。くらしを破壊する「道州制」を許
さず、「住民の福祉の増進を図る」（地方自治法）た
めに地方自治の拡充を実現させましょう。

　福島第一原発事故は、いまだに原因
が究明されず、放射性物質に汚染され
た水が大量に流出するなど、深刻な状
態です。しかし安倍内閣は、原発再稼働
を前提にした「新基準」をつくり、秋に
も原発を再稼働させようとしていま
す。しかも安倍首相はアラブ首長国連
邦やトルコなど海外への原子力の輸出
に踏み出しました。
　国民の圧倒的多数は原発をなくすこ
とを願っています。原発と人類は共存
できません。政府に原発事故の「収束
宣言」撤回、「原発即時ゼロ」を決断さ
せ、再生可能エネルギーへの抜本的な
転換を実現させましょう。

　TPPは「例外なき関税撤廃」
を原則にしています。安倍首相
は「守るべきものは守る」と
言っていますが保証はありませ
ん。多国籍企業が不利益を受け
たと判断すれば、国や自治体に
損害賠償を請求できるIＳDS条
項も持ち込まれます。国民のく
らし、安全を破壊するTPP交渉
の参加を撤回させましょう。
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　自治体の職場では人員不足で長時
間過密労働が広がっています。メン
タル不全など健康を害する職員も少
なくありません。事業の統廃合、民
間委託などで住民サービスも低下し
ています。正規職員が減らされ、不
安定な雇用で働かされる非正規労働
者が増大しています。
　公務員の人件費削減、民間委託を
押しつける安倍内閣は許せません。
住民のためにしっかりした仕事がで
きる職場にするために、政治を変え
て、住民に必要な予算の確保、人員
増を実現させましょう。
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2013年「3.10原発ゼロ集会」

この国を動かすのは私たちの一票


